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浜田せいじの約束（政策集）

～困難な課題に立ち向かい、高知の未来を切り開き次の世代へ～

人口減少を克服し、元気で豊かな、そしてあったかい高知

を実現！

『共感』と『前進』の好循環で、県政の進化に挑戦！

次世代に向けてデジタル化、グリーン化、グローバル化の

潮流を先取り、持続可能な高知へ！

浜田せいじ後援会
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1. 知事一期目（令和元年１２月～）の主な実績

I. 新型コロナウイルス感染症への対応

【感染予防・感染拡大防止対策】

Ÿ 医療機関などへ医療用物資を配布（サージカルマスク：約４９３万枚、アイソレ

ーションガウン：約９１万枚）

Ÿ 診療や検査を行う検査協力医療機関を確保（令和５年５月時点：２７５機関）し、

全国に先駆けて公表、県民の感染時の不安を解消

Ÿ 患者の入院病床の確保（最大時：２８医療機関４４４床）をはじめ、医療機関の

逼迫を防ぐための宿泊療養施設の開設（最大時：７施設４３４室）など、感染状

況に応じて医療提供体制を確保

Ÿ 営業時間の短縮要請などに応じた事業者に協力金を支給し、感染の急拡大

を防止（支給総額：約１２６億円）

Ÿ 関係機関と連携し、市町村による円滑なワクチン接種を支援するとともに、県

営大規模接種会場を設置（６６日間開設、延べ約４４千回接種）するなど、ワク

チン接種を強力に推進

Ÿ 感染拡大防止と社会経済活動の両立を図るため、無料検査体制を県内全域

に構築（最大設置数 県営：３箇所、薬局：１７１箇所、民間：１６箇所）

【経済影響対策】

Ÿ 国に先駆けて民間金融機関と連携した本県独自の融資制度（保証料負担ゼ

ロ、最大４年間実質無利子）を創設し、売上の急激な減少に伴う事業者の資

金繰りの悪化へ対応

Ÿ 感染の拡大や営業時間の短縮要請などにより影響を受けた事業者に対する

本県独自の給付金制度を創設し、事業の継続を支援（給付総額：約９４億円）

Ÿ 感染拡大で落ち込んだ県内の消費拡大や需要喚起を図るため、地産地消キ

ャンペーン「コロナに負けるな！高知家応援プロジェクト」を展開

Ÿ 利用者が安心して飲食できるよう、感染症対策に取り組む飲食店を認証する

「高知家あんしん会食推進の店認証制度」を創設（認証実績：約３，５００店舗）

Ÿ 感染拡大の影響により失われた観光需要の回復を図るため、観光リカバリー

キャンペーン（利用実績：約３６６千件）などを展開

Ÿ 収入の減少や失業などによる生活困窮世帯に対し、生活福祉資金の貸し付

けを実施（貸付実績（累計）：約２８千件、約１１４億円）
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II. 経済の活性化

【関西圏との経済連携の強化】

Ÿ 『関西・高知経済連携強化戦略』を策定（令和３年３月）し、「観光推進」「食品

等外商拡大」「万博・ＩＲ連携」の３つのプロジェクトを始動

Ÿ 大阪観光局と連携した旅行商品開発や観光ＰＲを通じ、本県におけるインバ

ウンド観光を拡大

Ÿ 関西で有数の集客力を誇るあべのハルカス近鉄本店に県産品の販売を行う

期間限定の店舗「まるごと高知 ｉｎ あべのハルカス」をオープン

Ÿ 再開発が進む大阪市梅田へ、令和６年７月、アンテナショップの開設を決定

【外商の拡大】

Ÿ 地産外商公社の活動を契機とした令和４年度の成約金額、５７．５億円と過去

最高を記録

Ÿ 防災関連認定製品の令和４年度の売上高、過去最高の１２６．３億円、２年連

続で１００億円台を突破

【デジタル化、グリーン化、グローバル化の推進】

Ÿ 『デジタル化推進計画』を策定（令和３年３月）し、「産業」「生活」「行政」の各

分野で取り組みを推進

Ÿ 農業分野におけるＩｏＰクラウド「ＳＡＷＡＣＨＩ」、林業分野における森林クラウ

ド「Ｃｌｏｗｏｏｄ」、水産業分野における情報発信システム「ＮＡＢＲＡＳ」が本格

稼働を開始、デジタル技術を活用した一次産業の振興へ大きく前進

Ÿ ２０５０年カーボンニュートラルの実現へ向けて『脱炭素社会推進アクションプ

ラン』を策定（令和４年３月）し、温室効果ガス排出量の削減や、経済と環境の

好循環の創出を目指した取り組みを推進

Ÿ インバウンド観光の拡大に向けて、令和５年５月、台湾からの定期チャーター

便の就航を実現

【観光の振興】

Ÿ 連続テレビ小説「らんまん」の放送を追い風に、令和５年３月から観光博覧会

「牧野博士の新休日」を開催、県立牧野植物園をはじめ関連スポットの入り込

み客数が大幅に増加
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III. 日本一の健康長寿県づくり

【健康寿命の延伸に向けた意識醸成と行動変容の促進】

Ÿ 血管病重症化予防対策として、糖尿病性腎症透析予防強化プログラムを推

進、１１市町村・１３医療機関で実施されるなど取り組みを県下へ拡大

【地域で支え合う医療・介護・福祉サービス提供体制の確立とネットワークの強化】

Ÿ 高知型地域共生社会の実現へ向け、市町村による包括的な支援体制の整

備を後押し、１９市町村で整備に着手

Ÿ 地域福祉の拠点「あったかふれあいセンター」を県内各地へさらに拡大、５６

拠点・２９０サテライトが稼働（令和４年度末現在）

【子どもたちを守り育てる環境づくり】

Ÿ 妊娠期からの総合相談窓口「子育て世代包括支援センター」の県内全市町

村への設置を実現、妊娠期から乳幼児期までを保健師などが継続的にサポ

ートする体制を全県的に構築

Ÿ 子育て家庭の様々な相談に対応する「子ども家庭総合支援拠点」の整備を

促進、２２市町村へ設置し、厳しい環境にある子どもたちへの支援を強化

【国民健康保険料の水準統一】

Ÿ 国民健康保険制度の安定的な運営を目指して、令和１２年度の県内保険料

水準の統一について市町村と合意

IV. 教育の充実と子育て支援

【学力の向上】

Ÿ チーム学校として組織的に授業改善などに取り組んできた結果、小学生の

学力は引き続き改善傾向を維持、全国上位をキープ

※ 令和５年度全国学力・学習状況調査における全国平均との正答率の差

小学校国語：＋２．１（Ｒ元＋０．２）

小学校算数：＋２．２（Ｒ元＋１．７）

【デジタル社会へ向けた教育の推進】

Ÿ 遠隔授業の導入が大きく前進、単位認定を行う授業が１６校・３３講座に拡大、

大学進学の補習等で１９校が活用

Ÿ 県内小中学校、高等学校などへのタブレット端末の配備が完了、学習支援プ

ラットフォーム「高知家まなびばこ」の本格運用を開始、デジタル技術を活用

した学びの個別最適化を推進
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【不登校への総合的な対策】

Ÿ 小中学校の不登校児童生徒のうち９２．６％が学校内外の機関等で相談・指

導を受けることができるなど（令和３年度調査、全国は６３．７％）、不登校担当

教員の配置や校内サポートルームの設置をはじめ、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカーの配置の充実といった対応を通じて重層的相談

支援体制を構築

V. 南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化

Ÿ 対策の進捗により、想定死者数が約４２，０００人（平成２５年）から約８，８００人

（令和４年）へと大幅に減少

【命を守る】

Ÿ 市町村と連携して住宅の耐震化を推進、耐震化率８８％にまで拡大（令和４

年度末現在）

Ÿ 津波避難タワーの整備がほぼ完了（計画１２６基中、１２４基が完成）するなど、

津波避難空間の確保が大きく前進

【命をつなぐ】

Ÿ 発災時に県外からの支援を円滑に受け入れるための受援計画の策定を推進、

４０計画のうち３７計画が完成

Ÿ 市町村による要配慮者の個別避難計画の作成を強力に後押し、令和４年度

末時点の作成率が５４％まで大きく上昇（令和元年度末現在：１９％）

Ÿ 想定される避難者２１．７万人に対して、収容可能人数２１．９万人分の避難所

を確保

【生活を立ち上げる】

Ÿ 事前復興まちづくり計画策定指針を策定（令和４年３月）、沿岸１９市町村のう

ち７市町村で計画策定に着手

VI. インフラの充実と有効活用

【四国８の字ネットワーク】

Ÿ 本県における四国８の字ネットワークの９６％で整備着手済み（開通区間含

む）、整備率も６１％に拡大
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【防災・減災対策】

Ÿ 浦戸湾の三重防護対策が計画の６９％まで進捗

Ÿ 豪雨に備えて河川の堆積土砂の掘削を大幅拡充（掘削量を６～７万㎥／年

から２０～３０万㎥／年に拡大）

VII. 中山間対策の充実・強化

【集落活動センターの整備】

Ÿ 中山間地域における暮らしや経済活動を支える拠点となる集落活動センタ

ーの開設が６６箇所まで拡大

【担い手の確保等】

Ÿ 地域に移住し、地域おこし支援や住民支援などの活動を行う地域おこし協力

隊の県内への受け入れが２３０人にまで拡大（令和５年６月現在）

Ÿ 移住者からのニーズが高い住宅の確保に向け、令和４年７月、空き家相談窓

口を開設、これまでに６００件を超える相談を受け付け

Ÿ 令和４年度の移住組数、１，１８５組と過去最高を記録

VIII. 少子化対策の充実・強化と女性の活躍の場の拡大

【少子化対策の充実・強化】

Ÿ 妊娠期からの総合相談窓口「子育て世代包括支援センター」の県内全市町

村への設置を実現、妊娠期から乳幼児期までを保健師などが継続的にサポ

ートする体制を全県的に構築 ［再掲］

Ÿ 多様な子育て支援サービスを提供する「地域子育て支援センター」の設置が

２５市町村１広域連合・５０箇所まで拡大

【女性の活躍の場の拡大】

Ÿ 男性の育児休業の取得拡大へ向けて率先垂範、令和４年度の県庁男性職

員（知事部局）の育児休業取得率が７３．７％まで拡大（令和元年度：１８．０％）

IX. 文化芸術とスポーツの振興

【文化芸術】

Ÿ 新たな県史の編さんに向けて基本方針を策定（令和３年１０月）し、専門部会
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を立ち上げて調査を開始

Ÿ 令和８年、文化の祭典「国民文化祭」の本県開催が決定、本県の特色を生か

した多彩なイベントを県内全域で展開

【スポーツ】

Ÿ 成人の週１回以上のスポーツ実施率が令和４年度までに５１．０％へ上昇

Ÿ コロナ禍により中断を余儀なくされていた「高知龍馬マラソン」を令和５年２月

に復活、令和６年開催予定の第１０回記念大会へ向けて準備を開始

X. その他

Ÿ 高知工科大学にデータ活用力とビジネス実践力を併せ持つ文理統合型の教

育を行うデータ＆イノベーション学群を新設（令和６年４月開設）

2. 県勢浮揚へ向けた知事二期目の主な取り組み方針

Ø 本県では、昨年の出生数が４７都道府県で最下位になるなど、特に若年層を中心に

人口の減少が深刻化しています。この状況から脱却するべく不退転の決意で、若者

の人口、とりわけ女性の若年人口の増加を図り、持続可能な人口構造へ転換するこ

とで人口減少を克服し、より元気で豊かな、そしてあったかい高知を実現します。

Ø 取り組みを進めるにあたっては、引き続き「共感と前進」を基本姿勢として、県民の皆

さんとの対話を通じて県政に対する共感を得て、一歩でも二歩でも着実に前進を図

ります。そして、得られた成果をもってさらなる共感を得て取り組みが一層前進する、

こうした『共感』と『前進』の好循環を生み出し、県政をさらに進化させます。

Ø さらに、新たな時代の成長の原動力である、デジタル化、グリーン化、グローバル

化という潮流を先取りし、産業、生活、行政の各分野にわたり施策を一層強化し、持

続可能な高知をつくります。

I. いきいきと仕事ができる高知

より多くの若者が戻ってくることができる、さらには都会に出て行かなくても誇りと

志を持って住み続けることができる高知を実現するためには、県経済の持続的かつ

県政を推進するにあたっての基本的な姿勢
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力強い発展が欠かせません。

その発展の第一歩として、まずは経済成長の果実をできるだけ早期に多くの県民

の皆さんに実感いただく必要があると考えています。地理的に近く、歴史的にもつ

ながりの深い我が国有数の経済圏である関西圏は、令和７年の大阪・関西万博開催

へ向け、都市の再開発が進み、外国人観光客も数多く訪れるなど、経済的なポテン

シャルをさらに高めようとしています。このように経済活力に満ちている関西圏との経

済連携を本格化させ、経済成長の起爆剤として本県に取り込むことで、その実現を

図ります。

こうして上昇気流に乗った県経済を持続的な成長につなげるためには、将来を見

据えて各分野の足腰を鍛え上げる必要があります。その際には、これまで取り組ん

できた「地産外商」をより一層進めることはもとより、新たな価値を生み出すこと、いわ

ゆる「イノベーション」の創出が不可欠であると考えています。新たな時代の成長の

原動力である、デジタル化、グリーン化、グローバル化を中心に、あらゆる分野でイ

ノベーションを創出し続けることで、徹底的に県経済の底上げを図ります。このような

視点から次期産業振興計画を抜本的に強化し、県経済発展の礎とします。

また、中でも、農林水産業と観光は本県が持つ強みと魅力をよりどころとする、我

が県が誇る主要な産業です。独自の自然や歴史、食文化などに培われた本県の強

みと魅力は、まだまだ無限の可能性を秘めています。その可能性をさらに引き出し

最大限活用することで、国内のみならず世界にも通用する商品やサービスが提供で

きるものと確信しています。

（１）飛躍への起爆剤、関西圏との経済連携を本格化

知事就任以来鋭意進めてきた、大阪・関西万博の開催に向けて経済力がさらに

高まる関西圏との経済連携を本格化させ、県経済飛躍への起爆剤とします。

① 大規模な再開発が進む大阪市北区梅田の新たな商業施設へ令和６年７

月、アンテナショップを開設。アンテナショップを核に、本県の食や観光な

どの情報をより多くの方にダイレクトかつタイムリーに提供し、外商や誘客の

【目 標】

一人当たり県民所得（現在４７都道府県中４１位）を概ね１０年後までに全国の

中位まで上昇させます。
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（２）地産外商とイノベーションを強化し、県産業をさらに高付加価値化

地域における新しい挑戦により、持続的に経済が発展する高知県の実現を目指

します。次期産業振興計画の柱として「地産外商」に加えて「イノベーション」を掲げ、

外商の推進のみならず、新たな価値を次々と生み出すことで、本県経済の力強い

発展につなげます。

拡大を図る。

② 大阪観光局や関西エアポートなど関西圏における観光関連組織との連携

をより強化。効果的・効率的な誘客プロモーションやマーケティングを行

い、関西圏からのインバウンド観光を飛躍的に拡大させる。

③ 令和７年開催の大阪・関西万博を戦略的に活用。会場内でのイベント参加

や県産食材のＰＲ等を通じて、外商やインバウンド観光の拡大につなげる。

① これまでに築いてきた県内外や海外とのネットワークを生かし、多くの英知

を集結させて「地産外商」戦略を一層強化。付加価値の創造や労働生産性

の向上を通じて「地産」をより充実させ、関西圏との経済連携や海外展開の

強化などで「外商」のさらなる拡大を図る。

② 「イノベーション」を「地産外商」と並ぶ戦略の大きな柱に位置付け、新たな

時代の成長の原動力となるデジタル化、グリーン化といった視点から、各分

野の取り組みを抜本的に強化。付加価値の高い商品の開発や、新たな産

業の創出につなげる。

【デジタル化】

u ＩｏＰプロジェクトなど、取り組みが本格化してきた農林水産業におけ

るデジタル化をさらに加速。本県の一次産業をデジタルの力でもう

一段高いステージへ引き上げる。

u 中小企業のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を積極的に後押

し。変化の激しい時代において持続可能な経営環境を確立する。

u 令和６年にスタートする高知工科大学のデータ＆イノベーション学

群と協働し、県内産業のＤＸを強力に推進する。
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（３）高知の強みと溢れる魅力を最大限活用、農林水産業と観光を振興

豊かな自然や多彩な食文化など高知が持つ強みと溢れる魅力を最大限に生かし、

本県の基幹産業である農林水産業の一層の振興を図るとともに、世界にも通用する

「本物と出会える高知観光」の実現を目指します。

u 県内産業のＤＸを下支えするデジタル人材の育成を抜本強化。

【グリーン化】

u 本県の豊富な自然資源を最大限活用。太陽光発電や木質バイオマ

スボイラーの導入促進など再生可能エネルギーのさらなる利用拡大

を図る。

u ＣＯ２吸収源対策と林業振興の両立を目指して再造林対策を抜本強

化。再造林率を４０％から７０％へ早期に引き上げる。

u 林業振興を通じた吸収源対策を一層強化。全国に先駆けてスタート

した環境不動産の取り組みの拡大や非住宅建築物の木造化の推進

など木材利用のさらなる促進を図る。

u グリーン化関連産業の創出を強力に推進するなど、カーボンニュー

トラルの取り組みを通じて「経済と環境の好循環」を実現する。

【グローバル化】

u 分野に応じた商品開発支援から地域別のきめ細かな販路開拓・拡

大まで、戦略的に輸出の強化に取り組む。

u インバウンド観光の飛躍的拡大へ向けて、訴求力の高い外国人向

け旅行商品づくりから、海外セールス活動の強化や受け入れ環境

の拡充など戦略的に施策を展開。あわせて、高知龍馬空港のターミ

ナルビルの整備を行い、国際線の定期便化を実現する。

u 外国人材確保対策を抜本強化。送り出し国の新規開拓をはじめ、受

け入れ事業者の支援や生活環境の整備まで一体的な政策パッケー

ジを策定し、外国人材確保の取り組みを強力に実行する。

① ＩｏＰプロジェクトなど、取り組みが本格化してきた農林水産業におけるデジ

タル化をさらに加速。本県の一次産業をデジタルの力でもう一段高いステ

ージへ引き上げる。 ［再掲］
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II. いきいきと生活ができる高知

将来にわたって誰もがいきいきと生活できる高知を築いていくためには、年々深

刻度を増す人口減少を克服し、人口増加へと転じる必要があります。中でも、地域

の活力の源となる若者の増加を図り、持続的発展が可能な人口構造への転換が欠

かせません。

このため、特に人口の流出が進む若い女性を地域にとどめ、さらに、県外から呼

び込むことができるよう、職場や地域において女性が活躍できる環境の整備を不退

転の決意で早急に行います。あわせて、出会いの機会の創出や子育てしやすい環

境の整備を進めることで、若年人口増加トレンドへの反転を実現します。

加えて、人口の減少が著しい中山間地域において、誰もが安心して将来に希望

を持って暮らし続けることができるよう、中山間対策と少子化対策を一体的に進める

ことで、若者を増やし、地域の活力を取り戻します。

さらに、こうした取り組みを強力に後押しするべく、健康、医療、福祉、教育など生

活に関するあらゆる分野において、デジタル技術もフルに活用しながら、都市部と

遜色のない生活環境を整備することで、どの地域においても安心して暮らし続ける

ことができる中山間地域を実現します。あわせて、文化芸術やスポーツといった暮ら

しを彩る分野もしっかりと振興を図り、誰もが地域に誇りを持って、心豊かに暮らすこ

とができる高知を目指します。

② 一次産業におけるイノベーションを加速。本県の強みや魅力を生かした高

付加価値化にとどまらず、社会の変化を捉えた新たな価値を生み出す。

③ これまで磨き上げてきた食、自然、歴史をもって、「極上の田舎、高知。」を

観光客に存分に味わっていただけるよう、観光戦略を抜本強化。本県観光

のステージをもう一段引き上げ、誘客のさらなる拡大を図るとともに、誘客効

果をより高め、さらには県内隅々にまで行き渡らせる。

④ インバウンド観光の飛躍的拡大へ向けて、訴求力の高い外国人向け旅行

商品づくりから、海外セールス活動の強化や受け入れ環境の拡充など戦略

的に施策を展開。あわせて、高知龍馬空港のターミナルビルの整備を行

い、国際線の定期便化を実現する。 ［再掲］
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（１）女性が活躍できる環境整備を目指し、新たな若年人口増加対策の展開

人口減少が若者の流出につながり、さらなる人口の減少を招くといった負の連鎖

を断ち切るため、職場や地域で女性が活躍できるよう、あらゆる施策の展開を通じて

環境の整備を進め、持続的発展の要となる若者が地域でいきいきと住み続けられる

高知を実現し、人口減少トレンドからの反転につなげます。

（２）中山間対策と少子化対策に一体的に取り組み、地域を再興、次世代に引き継ぎ

中山間地域の全ての市町村で若者の人口と出生数の増加を実現することで、地

域に若者が増えた持続可能な人口構造のもと、地域で安心して生活ができる環境

が維持され、地域に多様な仕事が生まれ、誰もが将来に希望を持って暮らし続ける

ことができる活力ある中山間地域を創ります。

① 若い女性に人気が高い事務系やＩＴ関係などの仕事を誘致するとともに、建

設業や一次産業といった男性の職場とされてきた分野においても、デジタ

ル化や職場の環境整備を進めることで女性の進出を強力に後押しする。

② 男性の育児休業取得は当たり前という「共働き、共育て」を推進。女性の息

苦しさや生きづらさにつながる、いまだに根強く残る男女の固定的役割分

担意識の解消を目指し、男性の育休取得促進や両親学級の開催など社会

全体の意識改革を官民協働で強力に進める。

③ 地域の再興を担う若者を増やすべく、県外からの移住や地元への定住を一

層促進。移住促進施策の強化や県内就職率の向上の取り組みなどを通じ

て、地域の担い手を確保する。

④ 少子化対策を抜本強化。女性の活躍や移住の促進といった施策を通じて

地域の若年人口を拡大し、出会いの機会の大幅な拡充や結婚支援の強化

などで婚姻数を増やし、子育てしやすい環境づくりをさらに押し進めること

で出生率の向上を図り、出生数の増加につなげる。

【目 標】

県内の若年人口について、４～５年後までに減少傾向に歯止めをかけ、概ね１０

年後には現在の水準（R４若年人口：約１７９，０００人）まで回復を目指します。
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① 中山間地域の活力を取り戻し、住民の皆さんが将来に希望を持って暮らし

続けられるよう、未来を切り開いていく道しるべとして目指す姿や中期的な

目標を示す「中山間地域再興ビジョン」を策定し、強力に実行する。

② 中山間地域における暮らしや経済活動を支える集落活動センターの設置

をさらに進める。あわせて、これまでの集落活動センターの役割を超え、商

店街の活性化や公的サービスの受託などを通じて、中山間地域の維持に

必要なインフラを下支えする新たな拠点の整備を図る。

③ 集落活動センターの構成集落に入っていない小さな集落について、個々

の実態を踏まえた支援を行い、住民同士の主体的な動きに発展させること

で、集落の維持・活性化を図り、中山間地域の底上げにつなげる。

④ 若い女性に人気が高い事務系やＩＴ関係などの仕事を誘致するとともに、建

設業や一次産業といった男性の職場とされてきた分野においても、デジタ

ル化や職場の環境整備を進めることで女性の進出を強力に後押しする。

［再掲］

⑤ 男性の育児休業取得は当たり前という「共働き、共育て」を推進。女性の息

苦しさや生きづらさにつながる、いまだに根強く残る男女の固定的役割分

担意識の解消を目指し、男性の育休取得促進や両親学級の開催など社会

全体の意識改革を官民協働で強力に進める。 ［再掲］

⑥ 地域の再興を担う若者を増やすべく、県外からの移住や地元への定住を一

層促進。移住促進施策の強化や県内就職率の向上の取り組みなどを通じ

て、地域の担い手を確保する。 ［再掲］

⑦ 少子化対策を抜本強化。女性の活躍や移住の促進といった施策を通じて

地域の若年人口を拡大し、出会いの機会の大幅な拡充や結婚支援の強化

などで婚姻数を増やし、子育てしやすい環境づくりをさらに押し進めること

で出生率の向上を図り、出生数の増加につなげる。 ［再掲］

⑧ 地域の担い手不足や集落機能の低下といった中山間地域が抱える課題を

解決するため、デジタル技術を最大限に活用し、中山間地域における生

活、医療、教育などの環境の向上を図る。
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（３）健康で地域の力で支え合う社会を目指し、高知型地域共生社会を実現

誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに安心して暮らし続けることのできる

高知県を目指し、日本一の健康長寿県構想を発展させ、一人ひとりの力をつなげて

地域で共に支え合う「高知型地域共生社会」の実現を図ります。

（４）確かな学力・健やかな体・豊かな心で未来の希望に、子どもの育成・人づくり

全ての子どもたちが社会や時代の変化に応じて課題を発見、解決する力を身に

付け、自らの可能性を最大限に発揮し、未来を切り拓くとともに、多様な個性や生き

方を互いに認め、尊重し、協働し合うことができるよう、確かな学力・健やかな体・豊

① 健康寿命の延伸を目指し、特に全国に比べて高い壮年期男性の死亡率の

改善を図るため、働き盛り世代をターゲットに対策を強化する。

② 高齢者が元気で自立した日常生活を送ることができるよう、デジタル技術も

活用してフレイル予防をさらに推進する。

③ 高知型地域共生社会の実現に向けて、地域が一丸となってオール高知で

取り組めるよう、官民協働による県民運動を強力に展開する。

④ 今後の高知型地域共生社会の拠点として活用ができるよう、県内各地に広

がったあったかふれあいセンターについて、地域のニーズに応じて機能の

拡張や必要となる人材の確保を行う。

⑤ あったかふれあいセンター等との連携により、新たな介護サービスモデル

を構築するなど、中山間地域における介護サービスの充実を図る。

⑥ オンライン診療の導入拡大などを通じて在宅療養体制の充実を図ること

で、中山間地域における診療提供体制を確保する。

⑦ 将来の需要を見据えつつ、地域の実情に応じて必要な医療・介護・福祉の

インフラを確保する。あわせて、デジタル技術などの導入を一層積極的に

進め、業務の効率化やサービスの維持・向上を図るとともに、魅力ある職場

づくりを推進し、人材確保の好循環を目指す。

⑧ 少子化対策を抜本強化。女性の活躍や移住の促進といった施策を通じて

地域の若年人口を拡大し、出会いの機会の大幅な拡充や結婚支援の強化

などで婚姻数を増やし、子育てしやすい環境づくりをさらに押し進めること

で出生率の向上を図り、出生数の増加につなげる。 ［再掲］
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かな心を育むことができる学びのさらなる充実を図ります。

（５）心豊かで胸躍らせる社会を実現、文化芸術・スポーツを振興

高知の雄大な自然や長い歴史に培われた文化・芸術を大切にし、地域への誇り

や生きがいにつなげるとともに、スポーツを通じた健康づくりや青少年の健全育成、

地域活性化などを図ることで、心豊かで胸躍らせる社会の実現を目指します。

① 学力向上へ向けたチーム学校の取り組みをさらに推進。組織的なＰＤＣＡ

サイクルの取り組みを徹底し、教員研修の充実や指導主事による学校訪問

の強化といった学校支援を通じて恒常的に授業の改善を図る。

② １人１台タブレット端末や学習支援プラットフォームの日常的な活用をさらに

促進することで、個々の児童生徒の学習状況に応じて個別最適化された深

い学びを実現する。また、生徒が希望する進路を選ぶことができるよう、遠

隔授業などデジタル技術を活用し、学習機会の地域間格差を解消する。

③ 不登校については、兆しの見えた初期の段階から組織的な対応を徹底す

るとともに、個々の状況に応じて不登校の児童生徒が学びたいと思った時

に学ぶことができる学習機会の確保をはじめとした支援環境の整備を行う。

④ 保幼小の円滑な連携・接続を一層強化。就学前教育を充実させるとともに、

円滑なつなぎに向けたカリキュラムのモデルを構築し、県内全域への普及

を図る。

⑤ 中山間地域における多様な教育機会の確保に向けて県立学校の振興に関

する計画を策定。地域の特色を生かした学校づくりをはじめ、市町村と連携

した地域の教育力の向上や活性化などの取り組みを進めることで、地域の

教育の重要な拠点となる高等学校の魅力化を図る。

① 地域への誇りや愛着の源となる文化・芸術を次の世代に引き継ぐため、令

和８年に本県での開催が決定した「国民文化祭」を契機として、より一層文

化芸術活動に親しむことができる環境づくりや、中山間地域の伝統的な民

俗芸能など高知固有の文化の活性化を図る。

② スポーツの楽しさや感動を共有し、県民の皆さんや地域を元気にできるよ
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III. 安全・安心な高知

これまでも度重なる台風の襲来により被害を受け、さらに次の南海トラフ地震発生

の切迫度が年々高まる本県において、県民の皆さんの安全・安心を守るためには道

路や河川、港湾などのインフラの整備が何よりも重要です。しかしながら、こうした県

土の整備は全国に比べて依然として立ち遅れており、取り組みのさらなる加速が求

められています。

引き続き、これまで培ってきた人脈を最大限生かして整備の促進を国へ働きかけ、

四国８の字ネットワークや浦戸湾の三重防護といった大型プロジェクトの推進を加速

すると同時に、地域ごとのニーズに応じたきめ細かな整備を進めることで、幅広く、

かつ、スピード感を持ったインフラ整備を実現します。

加えて、大規模災害による被害を限りなく少なくするためには、こうしたハード整備

だけではなく、ソフト対策も大変重要となってきます。南海トラフ地震対策について

想定死者数ゼロを目指し、訓練などを通じて取り組みの実効性をより一層高めると同

時に、復旧・復興に向けた事前の備えなどをさらに加速します。

（１）災害に強い強靱な県土づくりをさらに加速

台風などの豪雨や南海トラフ地震といった災害から県民の皆さんの安全・安心を

守り、持続的な経済発展や地域の活性化を力強く支えることができるよう、依然とし

て全国に比べて立ち遅れているインフラの整備を全力で進めます。

う、身近な地域で希望するスポーツができる環境づくりやプロ・アマスポー

ツの誘致を推進するとともに、老朽化した県民体育館の再整備など、受け

皿となる環境整備を進める。

① 大規模災害に備え、また、地域の経済活動を支えることができるよう、必要

な道路や河川、海岸、港湾などのインフラ整備をより一層進めると同時に、

既存インフラの長寿命化を図る。

【目 標】

南海トラフ地震における想定死者数（現在約８，８００人）について、ゼロを目指

して防災・減災対策を進めます。
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（２）想定死者数０へ挑戦、南海トラフ地震対策の深化

南海トラフ地震による想定死者数を限りなくゼロに近づけるため、「命を守る」、「命

をつなぐ」対策のさらなる徹底を図り、あわせて被災からの早期の復旧・復興に向け

た「生活を立ち上げる」対策をもう一段充実させます。

IV. その他

（１）県勢浮揚と県財政の持続可能性の両立

県勢浮揚に必要な施策を着実に実行する一方、財政運営の持続可能性を確保

するため、中長期的な展望の下、歳入歳出の両面から徹底して工夫を重ねます。

② 激甚化、頻発化している豪雨災害へ備え、河川の改修や浚渫などのハード

整備の加速化とあわせて、事前の準備や先を見越した避難行動などのソフ

ト対策の充実を図る。

③ 再生可能エネルギーの利用拡大を進めるため、県有施設などへの太陽光

発電設備やバイオマスエネルギーの導入を積極的に行う。

① 伸び悩みを見せている津波からの早期避難意識率をはじめ、水や食料の

備蓄率の向上など南海トラフ地震に対する防災意識を高め、日常的な備え

の充実を図る。

② 国や高知市と密に連携し、浦戸湾の三重防護を着実に進めることで、人口

が集中し、社会基盤が集積する県中央部の津波や浸水による被害の最小

化を図る。

③ 被災後の迅速な復旧・復興を目指して、沿岸１９市町村全てにおいて事前

復興まちづくり計画を早期に策定し終えることができるよう、市町村への支

援を加速する。

① 歳出面においては、引き続き事業のスクラップアンドビルドを徹底し、事業

の遂行に必要となるマンパワーと財源の確保を図る。

② 歳入面においては、地方交付税や国庫支出金を十分に確保するとともに、
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（２）県民の皆さんの共感を得て、成果にこだわり前進していく県庁づくり

本県が抱える様々な課題の解決へ向けて、職員一人ひとりが県民の皆さんとの対

話を通じて気持ちを一つにし、共感を得ながら取り組みを進めるとともに、一歩でも

二歩でも着実に前進し、結果にこだわり成果を出していく県庁をつくります。

利用見込みのなくなった県有財産の着実な処分といった歳入確保の取り組

みを徹底し、一般財源の確保を図る。その際、統廃合により利用を終えた高

知南中・高等学校敷地をはじめ、用途が未定の永国寺ビルや老朽化が進

む知事公舎などについても、そのあり方について検討する。

③ 中長期的に安定的な財政運営を行うことができるよう、財政調整的基金の

確保に意を用いつつ、臨時財政対策債を除く県債残高について、必要な

投資事業を実施してもなお、安定的な水準で推移させるよう努める。

① 県民の皆さんからの信頼を得、共感を生むために説明責任を果たしながら

「透明性」のある県政運営を進める。

② 社会経済構造が大きく変化していく中、県民の皆さんが何を求めているの

か、「想像力」を働かせて、先手先手を打ちながら政策を展開していく。

③ 今の仕事は何のためか、どういう形で県民の皆さんの役に立っているの

か、常に自らの「使命」を確認しながら仕事を進める。

④ 加速する少子化や人口減少、地球温暖化やデジタル化の進展など、時代

の変化に合わせて行政も「進化」させていく。

⑤ 困難な課題でも歩みを止めることなく前進するため、変化や批判、失敗を恐

れず「挑戦」し続ける。


